
貸  借  対  照  表
 (2020年3月31日現在)

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

 流    動    資    産 288,572  流    動    負   債 236,935

現 金 預 金 27,303 支 払 手 形 9,955

受 取 手 形 1,659 電 子 記 録 債 務 51,311

電 子 記 録 債 権 6,229 工 事 未 払 金 91,805

完 成 工 事 未 収 入 金 160,018 開 発 事 業 等 未 払 金 564

開 発 事 業 等 未 収 入 金 700 短 期 借 入 金 17,002

販 売 用 不 動 産 44,168 リ ー ス 債 務 23

未 成 工 事 支 出 金 9,086 未 払 金 2,418

開 発 事 業 等 支 出 金 20,021 未 払 費 用 554

材 料 貯 蔵 品 436 未 払 法 人 税 等 1,391

短 期 貸 付 金 11 未 払 消 費 税 等 17,972

未 収 入 金 15,521 未 成 工 事 受 入 金 17,785

そ の 他 3,968 開 発 事 業 等 受 入 金 3,136

貸　 倒　 引　 当　 金 △552 預 り 金 16,133

工 事 損 失 引 当 金 468

完 成 工 事 補 償 引 当 金 1,929

賞 与 引 当 金 4,376

そ の 他 105

 固    定    資    産 87,986  固    定    負    債 48,939

27,402 長 期 借 入 金 29,750

建 物 ・ 構 築 物 5,284 リ ー ス 債 務 39

機 械 ・ 運 搬 具 621 再評価に係る繰延税金負債 576

工 具 器 具 ・ 備 品 762 退 職 給 付 引 当 金 17,108

土 地 20,459 そ の 他 1,465

そ の 他 274 負 債 合 計 285,875

3,132 （ 純 資 産 の 部 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 2,747 88,466

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 282 14,002

そ の 他 101 5,213

57,451 資 本 準 備 金 1,525

投 資 有 価 証 券 12,224 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,688

関 係 会 社 株 式 14,646 69,251

その他の関係会社有価証券 15,048 利 益 準 備 金 2,026

出 資 金 74 そ の 他 利 益 剰 余 金 67,224

長 期 貸 付 金 3,994 圧 縮 記 帳 積 立 金 2,630

従業員に対する長期貸付金 20 別　途　 積 　立　金 4,050

破 産 更 生 債 権 等 554 繰 越 利 益 剰 余 金 60,543

繰 延 税 金 資 産 8,760 2,216

敷 金 及 び 保 証 金 2,593 1,558

そ の 他 980 △ 4

貸　 倒　 引　 当　 金 △1,444 662

純 資 産 合 計 90,683

資 産 合 計 376,558 負 債 ・ 純 資 産 合 計　 376,558

（注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

投 資 そ の 他 の 資 産
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損　益　計　算　書
 (自　2019年4月1日　　至　2020年3月31日）

（単位：百万円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

469,890

50,911 520,802

437,795

36,139 473,934

32,095

14,771 46,867

36,980

9,886

受 取 利 息 106

受 取 配 当 金 591

そ の 他 70 768

支 払 利 息 306

工 事 保 証 料 125

為 替 差 損 392

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 533

そ の 他 735 2,093

8,561

固 定 資 産 売 却 益 9 9

固 定 資 産 売 却 損 25

固 定 資 産 除 却 損 29

そ の 他 2 56

8,513

1,995

504 2,500

6,013

（注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

完 成 工 事 高

開 発 事 業 等 売 上 高

開 発 事 業 等 売 上 原 価

営 業 利 益

売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益

開 発 事 業 等 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

経 常 利 益

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益
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株主資本等変動計算書
 (自　2019年4月1日　　至　2020年3月31日）

. （単位：百万円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

圧縮記帳
積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当期首残高 14,002 1,525 3,688 5,213 2,026 2,661 4,050 59,297 68,034 87,250

当期変動額

剰余金の配当    △ 4,796 △ 4,796 △ 4,796

圧縮記帳積立金の取崩  △ 30  30 － － 

当期純利益    6,013 6,013 6,013

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

    

当期変動額合計 － － － － － △ 30 － 1,246 1,216 1,216

当期末残高 14,002 1,525 3,688 5,213 2,026 2,630 4,050 60,543 69,251 88,466

評価・換算差額等  

当期首残高 3,909 28 662 4,600 91,850

当期変動額

剰余金の配当  △ 4,796

圧縮記帳積立金の取崩 － 

当期純利益  6,013

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△ 2,350 △ 33 － △ 2,383 △ 2,383

当期変動額合計 △ 2,350 △ 33 － △ 2,383 △ 1,167

当期末残高 1,558 △ 4 662 2,216 90,683

（注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

資本剰余金
合　　　計

土地
再評価
差額金

資　　本
準 備 金

評価・換算
差　額　等
合　　　計

その他資本
剰　余　金

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰　延
ヘッジ
損　益

資 本 金
株主資本
合　　計利　　益

準 備 金

そ　の　他　利　益　剰　余　金

純資産
合　計

利益剰余金
合　　　計
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個 別 注 記 表 
 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子会社株式、関連会社株式及びその他の関係会社有価証券 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末前 1 か月の市場価格の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定している） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②デリバティブ 

時価法 

③たな卸資産 

 販売用不動産 

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定 

している） 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

開発事業等支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

している） 

材料貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定している） 

２．固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法による。ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに 2016

年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっている。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物・構築物  2～50年 

機械・運搬具  2～50年 

工具器具・備品 2～20年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいてい

る。 

③リース資産 

   所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

 ３．引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

している｡ 

②工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の見込まれるも

のについて、その損失見込額を計上している。 
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③完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積

補償額に基づいて計上している。 

④賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てるため、将来支給見込額に基づき計上している。 

⑤退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

数理計算上の差異は発生年度に一括処理している。 

４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行

基準（工事進捗度の見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事契約については工事完成基準

を適用している。 

 ５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用している。なお、外貨建投融資及び外貨建金銭債権債務等の為替変動

リスクをヘッジするために、外貨借入及び為替予約を行っており、当事業年度において振当処

理の要件を満たしている為替予約の付された外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行

っている。 

②消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 
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貸借対照表に関する注記 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 15,807百万円 

２． 担保に供している資産及び担保に係る債務 
（１）担保に供している資産 
以下の資産は、銀行保証等の担保に供している。 

 短期貸付金 
投資有価証券 
関係会社株式 
出資金 

 長期貸付金 
 敷金及び保証金 
 その他 

1百万円 
9百万円 
50百万円 
60百万円 
11百万円 
1百万円 
1百万円 

  合 計 135百万円 

 （２）担保に係る債務 
  該当事項はない。 

 

３. 保証債務 
関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証 
 Yangon Museum Development Pte. Ltd. 

  株式会社エフ・ティー・シー大分 
  Minato Vietnam Co., Ltd. 

Fujita Corporation (Thailand) Ltd. 
Fujita Americas, Inc. 
株式会社高環境エンジニアリング 

 その他の得意先等に対する保証 
  JR 久留米駅前第二街区市街地再開発組合 

 
 

2,482百万円 
523百万円 
487百万円 
34百万円 
32百万円 
6百万円 

 
4百万円 

   合 計 3,569百万円 

４． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権 
長期金銭債権 
短期金銭債務 
長期金銭債務 

 
4,081百万円 
2,956百万円 

21,044百万円 
29,750百万円 

５． 事業用土地の再評価 
土地の再評価に関する法律（平成 10年 3月 31日公布法律第 34号）に基づき、事業

用土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を固定負債に、土地再評価差額金
を純資産の部にそれぞれ計上している。 
再評価の方法……………土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年 3月 31日公布

政令第 119号）第 2条第 1号に定める標準地の公示価格に基
づいて、合理的な調整を行って算定している。 

再評価を行った年月日…2002年 3月 31日 
なお、土地再評価差額金については、土地の再評価に関する法律第 7条の 2第 1項

の規定により、配当に充当することが制限されている。 
６． 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は相殺せず

に両建てで表示している。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金の
うち、工事損失引当金に対応する額は 72百万円である。 
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 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金 

固定資産減損損失 

非上場株式評価損 

賞与引当金 

退職給付引当金 

退職給付信託 

工事損失引当金 

完成工事補償引当金 

その他 

 

611 

1,092 

1,458 

1,340 

5,238 

1,049 

143 

590 

2,433  

 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

繰延税金資産小計 13,957 百万円 

評価性引当額 △3,389 百万円 

繰延税金資産合計 10,567 百万円 

繰延税金負債 

  圧縮記帳積立金 

 その他有価証券評価差額金 

 その他 

 

1,160 

517 

129 

 

百万円 

百万円 

百万円 

繰延税金負債合計 1,807 百万円 

繰延税金資産の純額 8,760 百万円 

 

関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等         （単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 取引の内容 
取引金

額 
科 目 期末残高 

親 会 社 大和ハウス工

業株式会社 

被所有 

直接 100.0％ 

資金の借入 

 

 

短期資金の借入 

(注)1.2. 

長期資金の借入 

(注)1. 

利息の支払 

22,998 

 

20,000 

 

77 

短期借入金 

 

長期借入金 

10,002 

 

29,750 

   資金の預入 資金の返済 

(注)1. 

利息の受取 

10,006 

 

0 

関係会社預け金 

 

 

－ 

 
 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1.資金の借入及び預入については、大和ハウスグループＣМＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）による取

引であり、利率については市場金利を勘案して合理的に決定している。 

   2.取引金額は、期中の平均残高を記載している。 

 

２．子会社及び関係会社等         （単位：百万円） 

種 類 会社等の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 取引の内容 
取引金額 

(注)2. 
科 目 

期末残高 

(注)2. 

子 会 社 藤田商事株式

会社 

所有 

直接 100.0％ 

当社建設 

資材の調達 

資材の購入 

(注)1. 

 

19,531 

 

 

電子記録債務 

工事未払金 

4,392 

1,865 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）1.資材の購入については、一般的取引条件と同様に決定している。  

   2.取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めている。 
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１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 4,800円 87銭 

２．１株当たり当期純利益 318円 34銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はない。 


